
別 紙 

令和４年２月４日 

                                                    （一部変更 令和４年 月 日） 

          沼津市地域公共交通協議会           

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

本市の公共交通機関は、鉄道についてはJR沼津駅、片浜駅、原駅、大岡駅の４駅が配置されている。

路線バスについては、主に伊豆箱根バス、東海バス、富士急シティバスの３社の路線が JR 沼津駅を

起点に放射状に広範囲に整備されているが、全般として自家用車への利用率が高く、バス事業者は多

くの赤字路線を抱えており、特に郊外部はその傾向が顕著である。 

他市とを結ぶ幹線交通としてはJR東海道本線が運行しているほか、地域間幹線系統として、市西部

地区においては富士市とを結ぶ原線を富士急シティバスが運行しており、近隣をミューバス片浜駅循

環、ミューバス原駅循環といったコミュニティバスや、原団地線、柳沢線といった路線バスが、車を

持たない高齢者や学生など、他の交通手段のない方々の生活に不可欠な路線として運行している。 

しかしながら、昨今の人口減少に加え、コロナ禍も重なり利用は減少の一途を辿っており、上記の

各路線のそれぞれが収支悪化によって運行の継続が困難な状況となっている。 

本市では沼津市地域公共交通利便増進実施計画を策定することとし、本年度は市西部地区における

利便性の向上と利用状況に応じた効率化を図るため、路線の再編を計画した。 

市西部に位置する片浜、今沢、愛鷹、原、浮島地区住民の通院や買い物を中心とした生活に不可欠

な移動手段として、地域公共交通確保維持事業により、地域間幹線「原線」に繋がる支線として新設

する、「ららぽーと・原団地・原駅線」、「片浜・柳沢線」、「ミューバス原・浮島線」を存続させていく

ことが必要である。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 
◆ららぽーと・原団地・原駅線 

 収支率を 40％以上とする。（R2 年度の「ミューバス片浜駅循環」実績 39.1％）） 

◆片浜・柳沢線 

 収支率を 40％以上とする。（R2 年度の「ミューバス片浜駅循環」実績 39.1％） 

◆ミューバス原・浮島線 

 収支率を 25％以上とする。（R2 年度の「ミューバス原駅循環」実績 22.3％） 

 

参考：沼津市地域公共交通計画における指標（P52 参照） 

「路線バスに運行に係る収支差額（R2:△434,022 千円）→R7:△430,000 千円」 

※いずれも新設路線であり、運行経費や収入額など実数では基準年度と実施年度との比較によ 

 る目標設定が困難であることから、再編前路線の収支率を基準とした数値を目標とする。 

（２）事業の効果 

◆共通 

 幹線、支線のネットワーク化により、効率的な運行体系が実現できる。 

◆ららぽーと・原団地・原駅線 

 路線維持により、片浜、今沢、原地区住民の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。また、

原地区からららぽーと沼津、沼津市立病院への直通路線となっており、外出促進、地域活性化にも

つながる。 

◆片浜・柳沢線 

 路線維持により、愛鷹、今沢地区住民の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。 

 また、片浜駅乗継となるが、沼津駅方面への運行頻度の増大など従来からの利便性向上が図られる

路線となっており、外出促進、地域活性化にもつながる。 

◆ミューバス原・浮島線 

 路線維持により、原、浮島地区住民の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。また、浮島

地区への運行頻度の増大など従来からの利便性向上が図られる路線となっており、外出促進、地域

活性化にもつながる。 

沼津市地域公共交通計画 別紙 

（地域公共交通確保維持計画<地域内フィーダー系統>） 
資料１ 
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３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・地域間幹線系統「原線」や「根方線」との接続における乗継割引の導入  

（「ららぽーと・原団地・原駅線」・「片浜・柳沢線」）<富士急シティバス> ※計画 P30 参照 

・鉄道や路線バスのネットワークが見える公共交通マップの作成 <沼津市> ※計画 P32 参照 

・沿線の学校を中心にモビリティマネジメントを行う。 

<沼津市、富士急シティバス・富士急静岡タクシー> ※計画 P34 参照 

・利用実態を把握、分析及び地域協議による運行継続基準の設定（「ミューバス原・浮島線」 

<沼津市> ※計画 P23 参照 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
①ららぽーと・原団地・原駅線（富士急シティバス株式会社） 

②片浜・柳沢線（富士急シティバス株式会社） 

③ミューバス原・浮島線（富士急静岡タクシー株式会社） 

各運行系統の概要は別紙のとおり 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 
地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図る各路線の経費負担については下記のとおり

とする。 

路線名 運行経費（千円） 資金調達方法 金額（千円） 

ららぽーと・原団地・原駅線 35,209 運行収入 18,663 

国庫補助 8,273 

市補助 4,136 

事業者自己負担 4,137 

片浜・柳沢線 7,748 運行収入 3,357 

国庫補助 2,195 

市補助 1,098 

事業者自己負担 1,098 

ミューバス原・浮島線 10,841 運行収入 3,206 

国庫補助 3,817 

市補助 3,818 

・「ららぽーと・原団地・原駅線」は、運行に係る経費のうち、運行収入および国庫補助 

金を差し引いた差額分を市と事業者で按分する。 

・「片浜・柳沢線」は、経費から収入および国庫補助金を差し引いた差額分を市と事業者で按分する 

する。 

・「ミューバス原・浮島線」は、経費から収入及び国庫補助金を差し引いた差額分を市が補 

助する（沼津市自主運行バスとして運行）。 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

 ・OD調査により利用者数やバス停毎の利用動向をモニタリングすると共に、収支について数値指標

に対する評価を実施 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数

が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる

生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 
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※該当なし 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及びその他

特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

別表５のとおり 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする

場合のみ】 

富士急静岡タクシー株式会社が新規に「ミューバス原・浮島線」を運行するにあたり、10 人乗りの

ジャンボタクシーが必要となるが、現在、道路運送法上第 21 条実証運行として運行している「ミュ

ーバス原駅循環」で使用している 10 人乗りジャンボタクシーについては、耐用年数を大幅に上回る

16 年を経過し、早急な買い換えが必要となっている。今後の安全な輸送を確保するために同等車両を

１台購入する必要がある。 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする

場合のみ】 

（１）事業の目標 
◆ミューバス原・浮島線 

 収支率を 25％以上とする。（R2 年度の「ミューバス原駅循環」実績 22.3％） 

（２）事業の効果 

◆ミューバス原・浮島線 

  路線維持により、原、浮島地区住民の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。また、浮

島地区への運行頻度の増大など従来からの利便性向上が図られる路線となっており、外出促進、地

域活性化にもつながる。 

  故障等による修繕などのリスクが軽減され、安定した運行の確保ができる。 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費用の総

額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫

補助金を受けようとする場合のみ】 

◆対象路線：ミューバス原・浮島線 ／ 車両購入事業者：富士急静岡タクシー株式会社 

車両の取得について、購入費用総額 4,076,000 円のうち、国庫補助金を差し引いた差額分につい

ては事業者が負担することとしている。 

なお、「ミューバス原・浮島線」については、沼津市地域公共交通利便増進実施計画内事業であ

る路線再編によって新設する路線であり、国庫補助における利便増進特例による一括補助の対象と

して計画するものとする。 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改

善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 
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※該当なし 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担額【貨客

混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

18．協議会の開催状況と主な議論 

・令和３年７月 14 日（第１回） 利便増進実施計画策定方針の確認 

・令和３年 11 月９日（第２回）    〃       進捗報告 

・令和４年１月 25 日（第３回） 各路線の運行内容の承認 

・令和４年 11 月 日（第２回） 片浜・柳沢線に係る経費負担変更について承認(予定) 

19．利用者等の意見の反映状況 

・ミューバス原・浮島線については、地区からの買い物利用等にかかる要望を受け、運行計画の参考 

とした。 

・令和３年 11 月、12月に開催された各地区定例会において新たな路線案に関する説明を行い、意見 

聴取のための地区回覧を実施した（個別意見を受け、幹線、支線間の乗継がよりスムーズになるよ

うダイヤの調整を行った）。 

・沼津市地域公共交通計画（案）についてパブリックコメントを実施し、西部地区路線の再編に関す

る意見（高齢者需要への対応）があった（当該意見については運行計画に反映している）。 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）沼津市御幸町 16-1     

（所 属）沼津市都市計画部まちづくり政策課交通政策室 

（氏 名）露木 良美        

（電 話）055-934-4759       

（e-mail）mati-seisaku@city.numazu.lg.jp      
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によらなくて

も差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画

を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節のとおり、等

として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、地域公共交通利便

増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当該目標を達成するために

行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るようにして下さい。また、地域公共交

通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 


